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MaaS の推進により，移動手段としてマイカーに頼らず最適な手段でシームレスな移動の実現を目指し

ている．その中で他の交通手段へ乗り継ぐ拠点として交通結節点が重要視されている．また，この半世紀

で日本の高速道路網は大幅に整備され，高速バス網が充実してきた．しかし，高速道路はアクセスコント

ロールされており，高速バスと他のモードが連結する拠点が必要である．駅を中心とした拠点は開業して

いるが駅から遠い地域における高速道路の優位性が活かされていない．本研究では，高速道路上の結節点

を想定し，携帯基地局運用データを用いた当該結節点の需要を推計する手法を構築した．その上で，名神

高速道路草津 PA をケーススタディとした分析・推計を行った．結果として，既存モードを含めると 30～

65％のシェアを獲得できる可能性がある事が判明した．  

 

 

     Key Words: MaaS, BASTA, Transportation hub, demand estimation, SAPA 

 

 

1. はじめに 

 

(1) 背景と目的 

ここ半世紀で日本の高速道路網は大幅に整備が進めら

れ，高速かつ安全に移動することが可能となった．それ

により，1997年から 2017年の 20年間で都市間高速バス

の運行距離は 1.4倍，輸送人員も 1.7倍へと増加した 1)．

また，日本国内では MaaS プロジェクトが推進されてお

り，移動手段としてマイカーに頼らずに様々な交通手段

を組み合わせ，最適なルートでのシームレスな移動の実

現を目指している．そこで，国土交通省を主体とした交

通結節点の整備プロジェクト「バスタプロジェクト」が

開始された．このプロジェクトは，道路管理者が，地域

の活性化や災害対応の強化，生産性向上を実現するため，

旅客利便の増進や交通マネジメントや防災機能の強化等，

バス・タクシー等の交通結節点の高度化を図る取組のこ

とである 2)．これにより，国内では鉄道駅を中心とした

結節拠点は開業しているが，鉄道駅が遠い地域における

高速道路の優位性が活かされていないのが現状である．

高速道路はアクセスコントロールされているため，高速

バスと他のモードが高速道路上で連結する拠点が必要と

されている．バスタプロジェクトの中に高速道路上に拠

点を整備する「ハイウェイバスタ」の整備は記載がある

が，未だ供用事例がなく地域ごとの需要等，利用者の反

応が定かではない．また，利用意向の有無や利用者が求

めているサービスを実装するための情報が不十分である

のが現状である．  

そこで本研究では，交通高速道路上の PA を結節点と

した拠点の整備を提案することを目的とする．具体的に

は，高速バスの優位性が活かせる地域における周辺地域

への需要を推計する手法を構築し，実際に「名神高速道

路 草津 PA」をケーススタディとした分析・推計を行っ

た．  

 

(2) 既往研究 

近年の高速バス路線網の発展に伴い，高速道路上での

乗り継ぎに関する様々な研究が行われている．日下部ら
3)は，高速バスは充実した道路ネットワークのもとでは

比較的柔軟に路線を設定できるといった特徴を有し，鉄

道を補完する都市間交通手段であるが，実際には需要が
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比較的小さな起終点間を結んでおり運行頻度が少ないこ

とから，利用者の到着希望時間に合う便が少ないなどと

いった不便さも存在するとしている．その中で方面が異

なるバス同士の乗継環境を整備することにより利用可能

なバスの本数を増やすことで，その利便性を向上するこ

とと考え，環状道路に近接した高速道路サービスエリア

等への乗継専用バス停の設置による高速バスサービスの

改善状況を想定したアンケートを実施した．利用者にと

っての利便性向上の要因把握やバス路線選択行動基底要

因の分析を行い，結果として，高速バス利用者は所要時

間だけでなく，乗継の少なさや着席の確実性を重視して

いるほか，鉄道のサービスレベルが十分でない地域での

都市間の公共交通手段として重要な役割を担っているこ

とを示唆し，また，旅行時間短縮や旅行時間信頼性向上，

乗継環境などの路線特性が利用者に大きな影響を与える

事を明らかにした． 

また，公益財団法人高速道路調査会 1)は，高速バス輸

送が近年起終点直行型に変化してきたことにより，1 便

も停車しない高速バスストップが国内に半数以上あるこ

とを指摘し，高速バスストップの現状の課題を整理し，

統計データに基づくバスストップ環境の把握やモード連

携の現地視察，高速バス利用者へアンケート調査やヒア

リング調査を行い報告書としてまとめている．800 か所

あるバスストップのうち 45%に当たるバスストップが利

用機能を失っており，高速バスストップの将来の姿が検

討されている．調査の結果，MaaS への対応により他の

交通への乗換案内やリアルタイム情報提供，P&BR の整

備による地域住民等の利用促進，カーシェアやシェアサ

イクルをはじめとした二次交通へのアクセス強化の必要

があり，また，新たな交通結節点づくりを道路法改正に

よる特定車両停留施設として，コンセッション制度の活

用も含めた，バスストップ設備の可能性を検討する必要

があることも併せて明らかにした． 

 

(3) 滋賀県草津市および草津 PAの概要 

滋賀県は関西地方の東部に位置する県で，隣県には日

本有数の観光地である京都や日本三大都市のひとつであ

る大阪がある．草津市は滋賀県南西部の都市であり県内

第 2の人口を有している．市内にある 2つの駅はそれぞ

れ県内 1位，2位の乗降客数であり，電車で京都まで 20

分，大阪まで 50 分，さらに高速道路の大動脈である

「名神高速道路」が市を南北に横断しているという交通

要所としてのポテンシャルを有している．鉄路と高速道

路が少し離れており，鉄道駅は玄関口として機能してい

るがアクセスコントロールされている高速道路側から自

家用車以外でのアクセスが難しいのが現状である．今回

の研究対象地としている草津 PA は，名神高速道路上に

ある PA で，新名神高速道路と合流した直後であり，京

都・大阪方面に向かう高速バスが多数通行している．し

かし，現状としてすべてのバスが通過のみで乗降は不可

能である． 

 

 

2. 需要推計手法 

 

草津 PA を交通結節点と想定した際の需要を以下の式

(1)に基づいて算出する． 

𝑁𝑚𝑜𝑛𝑡ℎ
𝑖𝑛 =∑∑∑𝑛𝑖𝑗𝑘

𝑖𝑛

𝑘

∙ 𝑝𝑖𝑗𝑘
𝑖𝑛

𝑗

30

𝑖

 (1) 

𝑁𝑚𝑜𝑛𝑡ℎ
𝑖𝑛 ：交通結節点としてPA・SAへ流入してくる月間

利用者数 

𝑛𝑖𝑗𝑘
𝑖𝑛 ：日にち𝑖に，エリア𝑗から，対象エリアに訪問する

属性𝑘の人数 

𝑝𝑖𝑗𝑘
𝑖𝑛 ：日にち𝑖に，エリア𝑗から，対象エリアに来訪する

属性𝑘が草津 PA を結節点とする交通手段を利用する確

率 

(1)式において，𝑛𝑖𝑗𝑘
𝑖𝑛 を算出するために，携帯基地局運

用データを用いる．また，𝑝𝑖𝑗𝑘
𝑖𝑛 を算出するために，アン

ケートにてSP調査を実施し，選好度を調査する． 

 

 

3. アンケート調査 

 

(1) アンケート調査概要 

高速バスについての意識の調査，新規手段として高速

バスが追加された際の選好度調査を行うために，アンケ

ート調査を実施した．アンケート調査は草津市からの距

離および人口を考慮したうえで 7県 8都市に行った．調

査都市を表-1に，位置関係を図-1に示す． 

アンケート実施方法はwebアンケート，日時は2023年

1月 17 日から 1月 24日に行った．本アンケートはスク

リーニング条件を設け，「過去 5年以内に高速バスまた

は空港リムジンバスに乗車したことがある」という条件

に合致する回答者のみのデータを採取した．アンケート

内容は高速バスの利用頻度や利用目的をはじめとした基

礎情報，高速バス乗降場へのアクセス・イグレス手段や

交通結節点に存在してほしいサービス等の今後の提供す

べきサービスについての調査，滋賀県への来訪経験を問

う調査，草津 PA を交通結節点と想定した際の草津市へ

のアクセス方法を選択する SP 調査，個人属性調査とい

う項目で行った． 
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表-1 調査対象地域 

 

 

図-1 調査対象地の位置関係 

 

(2) SP調査 

SP調査では草津 PAに交通結節点が整備された場合の

PA までのアクセス方法についての調査を実施した．調

査に際し，交通結節点は，「高速バスから路線バスやカ

ーシェア・タクシーなど様々な交通手段に接続できる」

「併設された商業施設で買い物等が楽しめる」などのサ

ービスを提供することと，現在は京都駅で乗り換えが必

要であるが乗換をせずに草津市へ直接アクセスが可能と

なることを前提条件として明記し，PA を交通結節点と

した場合の施設イメージ画像を添付した．SP 調査で用

いた図は図-2に示す．アクセス手段を 5択とし，設問は

3 問用意した．選択肢 1 を対象地域から現存の最速達手

段，選択肢 2から 4は新規に想定している草津 PAに停

車する高速バス，選択肢 5を目的地まで自家用車とした．

新規高速バスは 2種類の想定をし，所要時間が短く料金

の高い高速バスAと所要時間が長く料金の安い高速バス

B とした．所要時間とコストに関しては，最速達手段と

自家用車は現在のものを使用し，新規高速バスに関して

は現在京都駅まで運行しているバスの料金を参考に設定

した．設問ごとにイグレス想定地域を変化させ，草津

PAを拠点に，「PA周辺の徒歩圏内」「大津・草津など

近郊の観光地」「湖南・湖東地域で入れ込み客数最大の

近江八幡」の 3パターンとした．手段ごとに設定した所

要時間，料金を表-2に，それぞれの地区の位置関係を図

-3に，設問ごとのイグレス手段を表-3に示す．  

 

 

 

 

表-2 手段事の所要時間・料金 

 

 

表-3 各設問のイグレス手段と所要時間設定 

 

 

図-2 SP調査に用いた選択肢の図 

 

図-3 草津PAと各都市との位置関係 

 

(3) アンケート結果の基礎分析 

サンプル数のデータを表-4に，アンケート結果の一部

として高速バスの利用経験の有無を図-4に，高速バスの

地域別利用頻度を図-5に，高速バスの乗車行先を図-6に

示す． 

 アンケート回答サンプルは各地域，年代，性別ごと

おおむね均等となるように回収を行った． 

利用頻度に関しては，大半の地域の半数以上の回答者

が「これまで数回のみ」の利用と回答している．四国地

方は海を隔てており，現在のアクセス最速達手段や主流

の交通手段が鉄道ではなく高速バスであるため，高速バ

スに対してなじみが深い傾向がある．そのため，他の地 

県名 市町村名 人口 草津市からの距離

神奈川県 横浜市 377万人 421km

静岡市 68万人 268km

浜松市 78万人 207km

石川県 金沢市 46万人 244km

愛知県 名古屋市 233万人 110km

徳島県 徳島市 25万人 204km

香川県 高松市 41万人 250km

広島県 広島市 119万人 371km

静岡県

横浜 静岡 浜松 金沢 名古屋 徳島 高松 広島

時間 170分 110分 80分 170分 50分 230分 230分 140分

料金 13,000円 10,000円 8,500円 6,500円 5,500円 4,500円 5,500円 11,000円

時間 360分 270分 240分 210分 120分 240分 240分 420分

料金 7,000円 6,000円 4,500円 5,000円 3,000円 5,000円 6,000円 6,000円

時間 420分 330分 320分 240分 150分 270分 270分 480分

料金 5,000円 5,000円 4,000円 3,500円 1,500円 4,000円 5,000円 4,000円

時間 300分 210分 150分 180分 100分 165分 180分 270分

料金 9,500円 7,000円 5,500円 5,500円 4,000円 9,500円 10,500円 8,500円

最速達

高速バスA

高速バスB

自家用車

1 2 3 4 5

SP1 カーシェア5分 自家用車

SP2 カーシェア20分 自家用車
SP3 路線バス60分 カーシェア30分 自家用車

路線バス30分

路線バス40分

徒歩20分
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表-4 アンケート回答サンプル数 

 

 

図-4 高速バス利用経験 

 

図-5 高速バスの地域別利用頻度 

 

図-6 高速バスの乗車行先 

 

域に比べて乗車頻度が高いことを示す結果となった．ま

た，乗車した行先に関して基本的に隣県への利用が多い

ことが分かった．全地域において関西を行先として高速

バスを利用する割合が一定数あることも示されている．

特に，高速バスの利用頻度が高かった四国地域は関西へ

の利用が多いことが明らかとなった． 

 

 

図-7 設問1における各地域の選択確率 

 

図-8 設問2における各地域の選択確率 

 

 

図-9 設問3における各地域の選択確率 

 

(4) SP調査結果による各手段の選択率 

SP 調査の結果より，それぞれの交通手段の選択率を

図-7から図-9に示す． 

結果として，最速達手段が新幹線となっている横浜，

静岡，浜松，名古屋，広島は最速達手段を選好する傾向

がみられる．また，アンケート調査の過去の利用経験と

同様に，四国地方は高速バスの利用意向が高いことが読

み取れる． 

 

 

 

 

 

20代男性 30 22 23 18 30 8 7 30 168

30代男性 30 38 37 33 30 25 36 30 259

40代男性 30 30 30 34 30 49 47 30 280

50代男性 30 30 32 35 30 38 30 30 255

60代男性 30 30 37 43 30 40 30 30 270

70代以上男性 30 30 21 17 30 31 30 30 219

20代女性 30 30 38 48 30 19 30 30 255

30代女性 30 30 38 48 30 35 30 30 271

40代女性 30 30 36 35 30 34 30 30 255

50代女性 30 34 37 28 34 49 45 30 287

60代女性 30 45 25 16 35 25 36 38 250

70代以上女性 30 11 6 5 21 7 9 22 111

計 360 360 360 360 360 360 360 360 2880

割付 横浜市 静岡市 浜松市 金沢市 名古屋市 徳島市 高松市 広島市 計
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4. モバイル空間統計データ分析 

 

(1) モバイル空間統計データの概要 

モバイル空間統計データとは，NTTドコモが携帯基地

局の位置情報データを用いて提供している人口滞留デー

タであり，1時間ごとの人口を 24時間 365日把握できる

ものである 5)．本統計データでは 9 桁メッシュの地域内

の滞留全人口，滞留人口の男女年齢別データ，都道府県

コードで表された居住地データを示している．本研究で

はコロナ禍前の2019年11月1日から11月30日の1か月

間のデータを用いた．また，分析地域は SP 調査のイグ

レス手段で用いた最遠区間の路線バス 60 分以内を想定

した地域とした．概略図を図-10 に示す．図で示した A

のエリアを SP調査の設問 1として設定した徒歩 20分相

当を PA からのイグレスとして設定し，需要推計に用い，

同様に Bのエリアを設問 2と，Cのエリアを設問 3とし

て対応させる． 

 

(2) モバイル空間統計データの基礎分析 

地域Aと地域Cの人口流動について比較したものを図

-11に示す． 

地域Aには工場や大学が多くあり，通勤車がいるため

平日昼間人口が増加している．しかし草津市の立地特性

的に大阪や京都へ通勤する人も多くいるため，流出人口

も一定数ある．そのため昼間人口の山はそれほど大きく 

 

図-10 モバイル空間統計分析地域概略図 

 

 

図-11 11月の1週間の地域A及び地域Bの人口流動 

 

はない．地域Bには観光資源や住宅地が多くある．その

ため，平日は通勤で地域外に出るため昼間人口に大きな

谷ができる．しかし，観光資源があるため，休日の昼間

人口は増加している． 

 

 

5. 選択確率とモバイル空間統計データを用いた 1

か月間の需要推計 

 

アンケート調査のスクリーニング条件である過去 5年

間の高速バスの利用経験の有無，モバイル空間統計を用

いた調査対象地域からの流入人口，SP 調査によって算

出した選択確率をもとに 1か月間の需要変動及び総需要

を算出する．以下に需要の推計の手順を示す． 

はじめに，モバイル空間統計データで得た都道府県ご

と，年代・性別ごとの人口滞留データに都道府県におけ

る調査対象地の人口割合を掛け，調査対象地からの総流

入人口を算出する．表-5に用いた人口データと割合を示

す．なお，人口データは 2023 年 1 月のものを用いてい

る． 

次に，求めた総流入人口にスクリーニング条件として

いた高速バス利用経験のある人数の割合を掛けあわせる． 

最後に，SP 調査による年代・性別ごとにおける新規

高速バスの選択確率を掛け合わせ，最終的な需要を予測

する． 2019年 11月 1か月間の地域ごとの需要変動を図-

12に示す．  

 

表-5 各調査地域の人口と割合 

 

 

 

図-12 2019年11月における各地域の需要変動 

 

県名 人口(人) 市名 市人口(人) 県人口に占める割合(%)

神奈川県 9,227,901 横浜市 3,769,595 40.8

静岡市 681,933 19.1

浜松市 782,662 21.9

石川県 1,117,240 金沢市 447,181 40.0

愛知県 7,495,199 名古屋市 2,325,946 31.0

徳島県 701,962 徳島市 249,196 35.5

香川県 932,870 高松市 413,949 44.4

広島県 2,757,379 広島市 1,190,848 43.2

静岡県 3,575,454
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 結果として，最終的な流入需要は調査対象 8 都市で 1

か月あたり 6203 人となった．非日常トリップにおける

人流は週末にむけて増加傾向であり，週末には大きな波

が来ることが明らかとなった．一般的な高速バスの乗車

定員は 40 名であり距離が近い地域では多くの需要が見

込める．また市の規模があまり大きくないと元の人口流

動が少ないため選択確率が高くてもあまり需要は見込め

に結果となった．しかし，本調査を行った地域同士でも

経由地になりうる地域があり，また調査対象地域以外に

も需要が見込める地域はあるため，工夫をする必要があ

る． 

 

 

6. まとめ 

 

(1) 結論 

本研究では，SP調査をもとに草津 PAが交通結節点と

して整備された場合の非日常トリップにおける流入需要

をアンケート調査とモバイル空間統計データを用いて推

計する方法を提案するとともに，ケーススタディとして

草津 PA の 1か月間の需要変動推計について調査を行っ

た．結果として，調査対象 8 都市から 1 か月あたり約

6000人の需要が見込め，既存の交通手段も含めた中で地

域によっては半数以上のシェアを持つ可能性があること

が示された．これは日本最大規模の高速バスターミナル

である「バスタ新宿」の利用者数の約 1%程度に相当し，

地方部において高速鉄道ネットワークの優位性の低いエ

リアでは，十分な利用の転換が期待できることが示され

た． 

 

(2) 今後の課題 

本研究では調査地やトリップを限定したうえでの SP

調査を行った．草津市のポテンシャルとして大学や企業

の立地というものが大きく上げられているため，通勤・

通学などの日常トリップについても調査し，需要推計を

する必要がある．また周辺住民への調査により流出需要

についても併せて調査する必要がある．また，本研究で

は SP 調査を行うにあたって最大限のサービスレベルを

設定したうえで行っているため，需要が過大評価されて

いることが懸念される．さらに，本調査で実施したアン

ケート調査における自由記述欄にもサービスに関する意

見等が多く見受けられた．アンケート調査で得られた理

想のサービスなどをもとに高速バスの運行状況やサービ

スレベル，交通結節点のサービスレベルなど様々な事項

を考慮した SP 調査を行うことで，より現実的なものに

なるのではないかと考えている．  
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